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論文内容の要旨
この論文は、イギリスの植民地化が本格化した19世紀初頭以降のマレーシアを主な対象として、その都
市開発の特徴を明らかにすることを目的としている O この時、植民地政策の結果として急速に進展した都
市開発の過程を詳細に検討するために、歴史的アプローチを採用した。
第1章では、まず近年の地理学における東南アジアに関する都市研究の動向を整理した。次いで、マレー
シアについての諸分野の研究をふまえた上で、成長著しい東南アジアの大都市の見方を考察した。
第1部「植民地化の進展」は、 2つの章からなる。第2章では、イギリスのマレー植民地化の出発点と
なったぺナン、マラッカ、シンガポールなどの海峡植民地の形成過程を検討した。これらの植民地の内で、
マラッカ海峡北端のペナンが植民地化の初期には重要な役割を果たしたが、その後次第に、シンガポール
の重要性が高まっていった。続く第3章では、イギリス本国の工業化にともなって拡大したマレ一半島内
陸部への領域的植民地化の経緯を明らかにした。
第2部「地域統合と都市整備」は3章からなり、独立以降の地域政策と都市成長を考察した。第4章は、
独立以降のマレ一半島部と北ボルネオという東西マレーシアの地域統合問題と、 1970年代までの地域開発
政策の特徴を明らかにした。第5章では、 1980年代以降の地域開発政策とそれから、外国企業の直接投資
に依存した工業化過程を分析した。マレーシアでは、民族問題との関連から輸入代替工業化政策は本格的
には実施されず、外資による輸出志向の工業化が中心となってきた。第6章では、工業化による都市化の
実態を分析した。そして、都市居住の増加とそれにともなう都市商業の成長を把握した。
第3部「首都圏の整備」では、クアラルンフ。ル首都圏に焦点を当て、その形成と再編の経過を把握した。
第7章では、この大都市圏の地理学的特徴を指摘した後に、イギリスの影響を強く受けた都市計画制度の
内容を明らかにし、住宅および工業団地開発の動向を論述した。続く第8章ではまず、政府の流通近代化
政策を検討し、大都市圏内の商業構造の再編動向をみた。そして、商業施設の郊外諸地域への立地拡大と
中間所得層の形成、地域消費市場の再編などを分析した。
第4部「新国際化のインパクト」では、第9章と第10章で先進国からの多国籍企業の進出動向を把握し
つつ、東南アジア地域全体の中に半島マレーシアの主要都市を位置づけた。第9章では、 1970年代以降の
東南アジア諸国の都市成長過程を分析して、各国の首都は多国籍企業の進出によって経済成長を遂げてき
たことを指摘した。第10章では、シンガポールの都市整備を把握した上で、ジョホールを中心とするマレ一
半島南部からシンガポールを経てインドネシアのリアウ群島にかけて形成されつつある特異な大都市圏
(成長の三角地帯)の実態を検討した。
第5部「消費社会化と都市再編」は、 2つの章からなる。第1章では、地方都市圏の消費者運動と都市
経済の関係を明らかにした。マレーシアではイギリス植民地時代に、植民地管理の手段としての協同組合
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運動が植えつけられたが、その実体を把握した後で、独立後の消費者運動の特徴を指摘した。最終章の12
章では、マレーシアの都市計画の特徴と、今後採用すべき都市計画と都市政策について若干の考察を行なっ
fこ。
以上のように、本論文では、イギリスによる植民地化以降の都市開発の諸特徴を検討し、これからの都
市計画と都市政策を考察した。そして、マレーシアの人口および国土条件と、これまでの都市開発状況を
考慮すると、今後はフィジカルプランニングとしての都市の計画性を過度に重視するのではなく、むしろ
地域市場の取引ルール(市場規律)の厳格化を図るような政策を重視すべきであると指摘した。
論文審査の結果の要旨
本論文は、イギリスの植民地化が本格化した19世紀初頭以後のマレーシアをおもな対象地域として、そ
こにおける都市開発の過程と特徴を明らかにし、さらにこれからの望ましい都市政策について考察したも
のである。
本論文はつぎの5部から構成されているO 第1部「植民地化の進展」、第2部「工業化と都市化」、第3
部「首都圏の整備」、第4部「新国際化のインパクト」、第5部「消費社会化と都市再編」。
第1部「植民地化の進展Jでは、イギリスのマレー植民地化の出発点となったペナン、マラッ力、シン
ガポールなどの海峡植民地の形成過程を検討し、さらにイギリスのマラヤ連合州における都市開発と都市
計画の特徴を把握している。
第2部「工業化と都市化」においては、マレーシア独立後の地域政策と都市成長を考察し、時期別にこ
れらについての特徴が異なることを明らかにしている。
第3部「首都圏の整備Jでは、クアラルンプル首都圏における都市計画制度がイギリスの影響を強く受
けたこと、およびその内容について論じている。
第4部「新国際化のインパクト」においては、先進国からの他国籍企業の進出動向を把握しつつ、東南
アジア地域全体のなかに半島マレーシアの主要都市を位置づけている。このなかで、ジョホールを中心と
するマレ一半島南部からシンガポールを経てインドネシアのリアウ群島にかけての、国境を越えて形成さ
れつつある都市圏であるいわゆる成長の三角地帯の形成は、国境を巧妙に利用する多国籍企業の立地行動
によるものであることを論じている。
第5部「消費社会化と都市再編」では、地方都市圏の消費者運動と都市経済の関係をペナンとジョホー
ルに焦点、をあてて検討し、さらに本論の結論を論述している。
以上の検討および考察の結果、本論文で明らかとなった主要なこと及び研究上の意義がある点は、以下
の3つにまとめることができる。
第1点目は、マレーシアの都市開発の特徴と性格について、マレーシアの主要都市の多くがイギリス植
民地期に形成されたために、その植民政策の影響が強くあり、さらに独立後の都市開発もイギリスの都市
開発制度との関連で考える必要があることを明らかにしたことである。都市開発の枠組みと実態とは、イ
ギリス植民地下の時期と独立後とでは大きく異なっているため、 2つの時期の相違も検討し、以下のこと
を論じた。イギリスの植民地化の初期は、重商主義的な政策が採用され、マラッカ海峡沿岸の港湾都市で
ある海峡植民地の形成に主力があった。後に植民政策の変化によって、マレーシアにはマレ一人に加えて
中国人とインド人の3民族が居住するようになった。主要都市は主に中国人によって建設されたが、独立
後には居住地移動の自由がもたらされ、他の2民族が都市に流入するようになって、民族間の対立が発生
した。そこで連邦政府は、農村地域に居住して所得水準も他の民族に比べて低かったマレ一人の経済的地
位向上を優先するための新経済政策を強力に推し進めた。この政策はマレーシアの地域政策のみならず、
都市開発政策にも大きな影響を与えたことも分析している O
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1960年代になるとマレーシアにも多国籍企業が進出し始め、工業化が進展して大都市圏は大きく変貌し
たが、この時期にはマレーシアにはまだ農業開発の余地が広範にあり、連邦政府は農業地域の中心地とし
ての小都市開発を含む農業・農村開発に多くの資源を投入した。しかし、膨大な資金を投入して農村開発
を行なったが、農業関連部門での雇用拡大は充分ではなかった。 1980年代に入ると、政府は雇用機会の
拡大のために本格的な工業化政策と都市整備に乗り出した。外国企業に依存した工業化は、首都圏に加え
てマレ一半島南部のジョホール州、および半島北部のペナン島を中心とする 3大都市圏で進展したことを
明らかにした。
工業化は農村から都市への人口移動をもたらし、首都圏の過剰都市化が深刻になった。そこで連邦およ
び州政府は多数の公営企業を創設して住宅開発を進め、マレ一人への優先的供給を行い、雇用もマレ一人
が優先された。この問、イギリスの影響を受けた都市計画制度が整備されてきた。本論文は、このような
19世紀以降のマレーシアの都市開発政策と都市開発の特徴を明らかにした。
第2点目は、これからのマレーシアの都市開発について検討し、次のことを論じたことである。マレー
シアは錫や石油などの豊富な天然資源の存在と連邦政府主導の経済開発とによって、道路や住宅、商業施
設などの都市の物的環境は、東南アジアではシンガポールに次いで高い水準となった。大都市圏の生活基
盤整備はまだ不充分ではあるが、一定程度なされた。そこに居住する人々の聞に民族間対立が発生する可
能性はまだあるが、他方で産業化の進展によって、民族別生活様式には強くは規制されず、近代的行動様
式を持った中間所得層が形成された。そこで、次の一定期間は市場取引のルールを明確に規定し、市場規
律を向上させる方向で経済政策を実施した方がよいと主張している。別言すれば、都市や農村の環境整備
と各種経済主体聞の市場取引ルールの明確化を促進する法律や諸制度を整備することを比較すると、後者
に力点を置いた方がょいとの主張である。これは、大都市では充分ではないけれども都市の物理的環境整
備はある程度なされたので、多民族からなる複雑な都市社会を安定的に成長させるために、経済活動が市
場規律に従って実現できるように法律や制度を整備することをより重視した方がょいとの主旨である。
第3点目は、マレーシアの地域市場についての論議の枠組みを提示し、その枠組みの一部について、ク
アラルンプル、ペナン、ジョホールパルの3大都市圏を対象地域として実証的に検討したことである。マ
レーシアは多民族国家であり、民族の相違は市場取引にも大きな影響を与えている。著者は、地域労働市
場と地域消費市場という 2種類の地域市場を設定し、地域消費市場に注目して流通近代化にともなう大都
市の流通再編を明らかにした。この時、発展途上国の都市商業を分析する枠組みとして提案されている見
方、すなわち都市の流通過程を、①ショッピングセンターなどの近代的な施設からなる上部回路と、②露
天商などの前近代的な商業機能から構成される下部回路の2つの観点から検討している。この検討の結果、
地域消費市場は勤労者世帯の増加と商業機能の近代化などによって、とくに上部回路が変化したことなど
を明らかにしている。
本論文で不十分な点として以下のことを指摘できる。①第1部「植民地化の進展」で参考にしている文
献が不十分であること。とくに最近の歴史学分野の基本文献が参考にされていないこと。②1960年代以
前のマレーシアの歴史的な記述が充分ではないこと。
このような不十分な点はあるが、上記の3つのことは従来の研究では明らかにされていないか、または
十分に論じられていないことであり、高く評価できる。
以上の所見により、本論文は大阪市立大学博士(文学)の学位を授与するに値するものと認められる。
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